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2015年 10月 16日 

 

 

2015年度 『福利厚生に関する実態調査』の発行について 

～企業の福利厚生制度（健康対策・ダイバーシティ）の取組み～ 
 

 

第一生命保険株式会社（社長：渡邉 光一郎）では、全国の企業さま約 1,200社より福利厚生制度に関するヒア

リング調査にご協力いただき、その結果を「2015年度 福利厚生に関する実態調査」として発行しました。 

 

経済情勢や社会情勢をはじめ、企業を取り巻く環境が大きく変化する昨今、従業員の健康対策や、ダイバーシ

ティ・マネジメントに関する取組みなど、企業に求められる福利厚生制度のあり方は多様化しています。 

そこで今回は、2015 年 12 月施行の改正労働安全衛生法（ストレスチェック義務化）に伴うメンタルヘルス対策

や、ダイバーシティのより一層の推進として企業が求められている女性活躍推進や障がい者雇用を中心とした内

容としています。 

当社は、社会保障制度を補完する役割を担う生命保険会社としての社会的責任を果たすべく、ＤＳＲ

（Dai-ichi’s Social Responsibility）経営の一環として、健康寿命の延伸に向けお客さまの「健康増進」「病気予防」

「早期発見」をサポートする活動等に取り組んでおり、その活動の一環として本冊子を 2013年度より毎年発行して

います。 

 

本冊子は、当社法人営業担当より順次、法人のお客さまへ提供します。人事労務をご担当されている皆さまが

福利厚生制度や人財活用策をご検討される際の一助としてお役立ていただければ幸いに存じます。 
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【調査概要】 

調査対象 業種・企業規模等を問わず全国の企業 回収結果 ご回答企業数 1,284社 

調査時期 2015年４月９日～６月 26日 集計内容 業種別・従業員数規模別に集計 

調査方法 当社職員によるアンケートの配布・回収   

  

【従業員数規模分布（業種別）】 

 

                                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

差し替え 
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○メンタルヘルス対策の具体的な取組み内容としては、「専門スタッフによる対面カウンセリング」「電話・メールに

よる相談窓口の設置」が 50％以上の企業で実施されています。 

一方で、2015年 12月に施行される改正労働安全衛生法に準拠した「ストレスチェック」の実施率は、34％となっ

ています。また 47％の企業が、取組みを「さらに拡充する意向」という結果でした。 

 

 

 

○メンタルヘルス不調者、高ストレス者に対する措置としては、「残業等時間外勤務の停止」「管理職・上司の教

育と周囲への理解促進」が 50％以上の企業でそれぞれ実施されています。一方で「特段の就業上の措置はし

ていない」は全体の 11％と、多くの企業で何かしらの措置が実施されていることがうかがえます。 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取組んでいない 

外部EAPサービスの活用 

メンタル不全による長期休職者に対する復職支援策の実施 

管理職向けラインケア研修 

従業員向けセルフケア研修 

電話・メールによる相談窓口の設置 

専門スタッフによる対面カウンセリング 

上記ストレスチェックの結果に基づく職場改善の実施 

改正労働安全衛生法に準拠したストレスチェックの実施 

11% 

16% 

40% 

41% 

27% 

54% 

52% 

15% 

34% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他 

特段の就業上の措置はしていない 

配置転換、窓口・苦情処理業務などの制限 

時短勤務 

管理職・上司の教育と周囲への理解促進 

在宅勤務 

週の勤務日数の短縮 

残業等時間外勤務の停止 

8% 

11% 

45% 

36% 

51% 

1% 

18% 

53% 

メンタルヘルス対策の取組み内容 

就業上の措置実施状況 

具体的な取組み内容 
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○現在の女性管理職比率は「０％」の企業と「０％超～５％未満」の企業の合計が 73％で、全体の平均は 5.2％と

なっております。女性活躍に向けた施策としては、「女性社員への教育・研修参加機会の拡大」「管理職への積

極的登用」が 40％前後となっています。 

一方で、「配偶者同行制度の導入」「女性活躍推進のための専任部署の設置」は 10％未満と低くなっています。

その他に、女性活躍推進のための育成上の課題としては、「活躍できる女性社員の絶対数が少ない」「継続的

な育成計画が確立されていない」といった項目が上位となる結果でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29％ 44％ 13％ 5％ 9％ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0%
～5％未満 
～10％未満 
～15％未満 
15％以上 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他 

所定外労働の削減のための措置 

女性社員への教育・研修参加機会の拡大 

女性活躍推進のための専任部署の設置 

配偶者同行制度の導入 

コース別雇用管理制度の導入 

女性活躍推進に向けた行動計画の策定・公表 

管理職への積極的登用 

18% 

22% 

45% 

9% 

4% 

11% 

16% 

37% 

女性活躍推進に向けた取組み 

 

女性活躍推進に向けた施策 

 

女性管理職比率 

 

平均：5.2％ 

0% 20% 40% 60% 80%

その他 

キャリアパスや出産後の働き方が見えず、不安を感じて 

モチベーションを下げている女性社員が多い 

女性社員が管理職やリーダーになることを 

望まない傾向が強い 

男性職員や上司の意識がなかなか変わらず、 

女性活躍推進が社内に浸透しない 

継続的な育成計画が確立されていない 

活躍できる女性社員の絶対数が少ない 

18% 

17% 

37% 

21% 

43% 

62% 

女性活躍推進のための育成上の課題 
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0% 20% 40% 60% 80%

その他 

各種支援関係 

労働環境関係 

通勤関係 

業務関係 

人事関係 

勤務関係 

4% 

15% 

35% 

18% 

36% 

76% 

35% 

0% 50% 100%

有期契約の正社員以外 

無期契約の正社員以外 

有期契約の正社員 

無期契約の正社員 

50% 

7% 

11% 

73% 

0% 50% 100%

20時間未満 

20時間以上30時間未満 

30時間以上 

5% 

15% 

93% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他 

運搬・清掃・包装等の仕事 

保安・警備の仕事 

専門的・技術的な仕事 

営業・接客の仕事 

事務の仕事 

12% 

31% 

5% 

43% 

16% 

76% 

 

 

○障がい者の雇用形態としては、「無期契約の正社員」が 73％、次いで「有期契約の正社員以外」が 50％となっ

ており、週平均の労働時間は「30時間以上」が 93％となっています。 

従事する仕事内容としては、「事務の仕事」「専門的・技術的な仕事」といった項目が上位となる結果でした。 

また、障がい者の雇用における配慮としては、「人事関係」が 76％と最も高く、次いで「業務関係」「勤務関係」

「労働環境関係」が約 35％という結果でした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

障がい者の雇用に関する取組み 

 

障がい者の雇用における配慮 

 

●勤務管理：短時間勤務・休暇取得の推進

など 

●人事関係：配置・配属など 

●業務関係：作業マニュアルの整備・ 

工程の単純化など 

●通勤関係：駐車場・住宅の確保など 

●労働環境関係：設備、施設の改善・ 

バリアフリー化など 

●各種支援関係：健康に関する相談施設の

設置・外部機関との連携体制構築など 

障がい者の雇用形態・労働時間（週平均） 

 

障がい者が従事する仕事内容 

 


